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目的：日本におけるパーキンソン病の外来通院患者を支援する社会経済的制度を評価する
ために断面研究を行った。 
 
方法：本研究は、2013 年に北海道内の 2 つの病院と 1つの診療所で実施された。連続抽出
した 248 人のパーキンソン病の外来通院患者に対して調査が行われ、除外基準に該当した
11 を除く 237 人のデータが解析された。毎月の通院医療費、および、毎月の通院交通費を
目的変数として、パーキンソン病患者を支援する制度などの種々な説明変数との関連性を
ロジスティック回帰モデル分析によって検討し、オッズ比（OR）とその 95%信頼区間（95%CI）
を算出した。 
 
結果：交絡要因となる可能性のある変数を調整した解析で、特定疾患医療費助成制度の利用

と通院医療費との間に、有意な負の関連がみられた（OR=0.46, 95%CI 0.22-0.95, P=0.035）。

入院の経験と通院交通費との間に、有意な正の関連がみられた（OR=4.74, 95%CI 2.18-10.32, 

P<0.001）。また、通院医療費と通院交通費との間に、有意な正の関連がみられた（OR=4.01, 95%CI 

2.23-7.51, P<0.001）。 

 

結論：パーキンソン病の患者の通院医療費に対する日本の公的な経済的支援制度は、患者の
通院医療費の負担軽減と関連していることが示された。しかし、それらの制度は患者の通
院交通費の負担軽減とは関連していなかった。そして、通院交通費が高いことは入院する
リスクと関連することが示唆された。 
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